第１９章　教育
学校の概況
　大阪府における状況を学校基本調査（昭和56年５月１日現在調べ）からみると、学校数は前年より31校増加の3146校である。これを学校種別にみると幼稚園936園（７園増）、小学校1021校（19校増）、中学校466校（９校増）、高等学校258校（1校減）、大学34校、短期大学41校（１校減）、高等専門学校１校、盲・聾・養護学校35校、専修学校161校（15校増）、各種学校193校（17校減）となっている。
幼稚園
　幼稚園数は前年に比べ、７園（公立４園、私立３園）増の936園（本園932園、分園４園）となった。逆に園児数は、１万4403人減少し、17万9493人となり、53年より４年連続の減少である。また、就園率（幼稚園修了者数を小学校１年児童数で割る）は、前年に比べ1.0 ポイント減少の78.0パーセントとなった。本務教員数は7646人で前年に比べ206人の減少である。また、本務教員１人当たりの園児数は、23.5人（前年24.7人）である。
小学校
　学校数は、1021校で前年に比べ19校（公立）の増加である。児童数は前年に比べ4448人減少の91万7071人（対前年増加率マイナス0.5パーセント）となった。本務教員数は逆に227人増の３万3121人となり、本務教員１人当たりの児童数は27.7人で前年に比べ0.3人の減少となった。
中学校
　学校数は、466校で前年に比べ９校（公立）の増加である。生徒数も前年に比べ１万8091人増（対前年増加率4.7パーセント）の40万4681人となった。また、本務教員数は１万8569人で前年に比べ706人の増加である。本務教員1人当たりの生徒数は、21.8人で前年に比べ0.2人の増加である。
高等学校
　学校数は、私立が１校減少し、258校となった。生徒数は逆に、１万1293人増(対前年増加率3.4パーセント)の34万3158人となった。これを学科別でみると、普通科27万8578人(構成比81.2パーセント)、工業科３万2011人(同9.3パーセント)、商業科２万5454人(同7.4パーセント)、家庭科1930人(同0.6パーセント)、農業科1773 人(同0.5パーセント)、厚生科485人(同0.1パーセント)、その他2927人(同0.9パーセント)、となっている。また、本務教員数は、１万6941人で前年に比べ469人の増加であり、本務教員１人当たりの生徒数は、20.3人と、前年より0.2人増加した。
盲・聾・養護学校
　盲・聾・養護学校の学校数は、盲学校２校、聾学校４校、養護学校29校と、前年と比べ増減無し、幼児・児童・生徒数は、146人増の6051人（盲学校571人、聾学校913人、養護学校4567人）となった。また、本務教員数も80人増の2086人（盲学校222人、聾学校332人、養護学校1532人）となった。
専修学校
　学校数は、161校で前年に比べ15校増である。生徒数は４万7721人で7683人の増加である。本務教員数も168人増加の1777 人となった。また、本務教員１人当たりの生徒数は、26.9人で前年より2.0人の増加である。
各種学校
　学校数は、193校で前年に比べ17校減少した。生徒数は8634人減少で４万3049人となった。本務教員数も70人の減少で1256 人となった。また、本務教員１人当たりの生徒数は、34.3人で4.7人の減少となった。
卒業後の進路状況
　中学校卒業者数は、前年に比べ63人減（対前年増加率マイナス0.0パーセント）の12万6740人となった。
　これを進路別にみると、進学者は11万7736人（構成比92.9パーセント）、教育訓練機関等入学者3836人（同3.0パーセント）、就職者4282人（同3.4パーセント）、無業者・死亡・不詳886人（同0.7パーセント）となっている。
　高等学校卒業者数は、前年に比べ6350人増（対前年増加率6.8パーセント）の９万9464人となった。
　これを進路別にみると、進学者は３万6674人（構成比36.9パーセント）で、前年に比べ434人の増加である。教育訓練機関等入学者は２万2920人（同23.0パーセント）で、前年に比べ2105人増、就職者は３万3416人（同33.6パーセント）で、前年に比べ3290人増、無業者・死亡・不詳は6454人（同6.5パーセント）で、前年に比べ521人増加している。
　就職者（進学者、教育訓練機関等入学者のうち就職している者を含む。）の状況をみると３万4191人で、前年に比べ3404人の増加である。これを産業別にみると、最も多いのが製造業の１万1559人（構成比33.8パーセント）、次いで卸売業・小売業１万332人（同30.2パーセント）となっており、これは、前年の逆の順位であり、２業種だけで全体の64.0パーセントを占めている。以下、金融・保険業4033人（同11.8パーセント）、サービス業3050人（同8.9パーセント）、公務1490人（同4.4パーセント）、運輸・通信業1403人（同4.1パーセント）等となっている。また、職業別では、事務従事者１万4745人（構成比43.1パーセント）、次いで技能工・生産工程作業者8691 人（同25.4パーセント）、販売従事者5898人（同17.3パーセント）、サービス職業従事者1588人（同4.6パーセント）、専門的・技術的職業従事者1199人（同3.5パーセント）等となっている。
